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１　松本四原則  １９４５（昭和２０）年１２月８日

　松本烝治国務大臣が衆議院予算委員会において、憲法問題調査委員会の調

査の動向及びその主要論点を述べたもので、政府側が憲法改正問題について

具体的に述べた最初のものである。

１　天皇が統治権を総覧するという原則には変更を加えない。

２　議会の権限を拡大し、その結果として大権事項を制限する。

３　国務大臣の責任を国務の全般にわたるものたらしめ、国務大臣は議会に対

して責任を負うものとする。

４　人民の自由・権利の保護を強化し、その侵害に対する救済を完全なものと

する。

（小委員会報告書　２１２～２１４頁）
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２　松本案　（いわゆる「甲」案）　１９４６（昭和２１）年１月

　松本国務大臣が明治憲法に部分的改正を加えて作成した「憲法改正私案」

を要綱化したもの

※　松本国務大臣が憲法問題調査委員会の議論を参考にして起草した憲法改正私案を骨子と

して、宮沢俊義委員（東大教授）が要綱化したものが、後に甲案と呼ばれ、これがさらに

松本国務大臣により加筆されて総司令部に提出される「憲法改正要綱」となる。

　甲案とは別に、憲法問題調査委員会の小委員会は、総会に現れた各種の意見を広く取り

入れた改正案を起草し、これが後に乙案と呼ばれた。

　甲・乙両案とも明治憲法に部分的に改正を加えるものであったが、取り上げた改正点は

乙案のほうが多く、また乙案では、条文によっては数個の代案があった。

〈甲案の主な項目〉

１　明治憲法第３条「天皇ハ神聖ニシテ侵スヘカラス」を「天皇ハ至尊ニシテ

侵スヘカラス」と改める。

２　軍の制度は存置するが、統帥権の独立は認めず、統帥も国務大臣の輔弼の

対象とする。

３　衆議院の解散は同一事由に基づいて重ねて行うことはできないこととする。

４　緊急勅令等については帝国議会常置委員の諮詢を必要とする。

５　宣戦、講和及び一定の条約については帝国議会の協賛を必要とする。

６　日本臣民は、すべて法律によらずして自由及び権利を侵されないものとす

る。

７　貴族院を参議院に改め、参議院は選挙または勅任された議員で組織する。

８　法律案について衆議院の優越性を認め、衆議院で引き続き三回その総員三

分の二以上の多数で可決して参議院に移した法律案は、参議院の議決の有無

を問わず、帝国議会の協賛を経たものとする。

９　参議院は予算の増額修正ができないこととする。

10　衆議院で国務各大臣に対する不信任を議決したときは、解散のあった場合

を除くのほかその職にとどまることができないものとする。

11　憲法改正について議員の発議権を認める。

（小委員会報告書　２１５～２１６頁）
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３　憲法改正要綱　１９４６（昭和２１）年２月８日

　松本案に若干の加筆改訂を加え、総司令部に提出したもの

　

※　松本国務大臣の「憲法改正私案」を骨子として宮沢委員が要綱化したものが後に甲案と

呼ばれたが、これにさらに松本国務大臣が加筆し、総司令部に提出したものが、この「憲

法改正要綱」である。

〈主な内容〉

１　改正の根本精神

　　　ポツダム宣言第１０項（民主主義、宗教及び思想の自由、基本的人権の

尊重）の目的を達しうるもの

２　天皇制

　（１）　　天皇の大権を制限し、重要事項はすべて帝国議会の協賛を要するとし、

国務は国務大臣の輔弼をもってのみ行いうる。

（２）　　国務大臣は帝国議会に責任を負う。

３　国民の権利及び自由

（１）　あらゆる権利、自由は法律によらなければ制限されない旨の一般規定を

設ける。

（２）　行政裁判所を廃止し、行政事件の訴訟も通常の裁判所の管轄に属せしめ

る。

（３）　独立命令の規定、信教の自由の規定を改正し、非常大権の規定を廃止す

る。

（４）　華族制度、軍人の特例等、国民間の不平等を認めるがごとき規定を改正・

廃止する。

４　帝国議会

　　貴族院を参議院と改め、皇室、華族を排除し、衆議院に対し第二次的な

権限を有するにすぎないものとする。
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５　枢密院

　　枢密院は存置するが、帝国議会の権限の強化及び帝国議会常置委員の設

置に伴って、従来の枢密院の国務に対する権限は排除され、政治上無責任

のものとする。

６　軍

（１）　「陸海軍」を「軍」と改める。

（２）　軍の統帥は内閣の輔弼をもってのみ行われる。

（３）　軍の編制及び常備兵額は法律をもって定める。

７　その他

（１）　皇室経費について、議会の協賛を要せざる経費を内廷の経費に限る。

（２）　憲法改正の発議権を帝国議会の議員にも認める。

（３） 従来、憲法及び皇室典範の変更は摂政を置く間禁止されていたのを解除

する。

（小委員会報告書　２３０～２３６頁）
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４　マッカーサー三原則　１９４６（昭和２１）年２月３日

　　マッカーサーが総司令部民政局に対して総司令部案の作成を命じた際、案

の中に入れるよう示した三点である。

１　天皇は、国家の元首の地位にある。

皇位の継承は、世襲である。

　天皇の義務および権能は、憲法に基づき行使され、憲法の定めるところに

より、人民の基本的意思に対し責任を負う。

２　国家の主権的権利としての戦争を廃棄する。日本は、紛争解決のための手

段としての戦争、および自己の安全を保持するための手段としてのそれをも

放棄する。日本はその防衛と保護を、いまや世界を動かしつつある崇高な理

想にゆだねる。

　いかなる日本陸海空軍も決して許されないし、いかなる交戦者の権利も日

本軍には決して与えられない。

３　日本の封建制度は、廃止される。

　　皇族を除き華族の権利は、現在生存する者一代以上に及ばない。

　華族の授与は、爾後どのような国民的または公民的な政治権力を含むもの

ではない。

　　予算の型は、英国制度にならうこと。

（小委員会報告書　２９６～２９８頁）
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５　総司令部案　１９４６（昭和２１）年２月１３日

　総司令部は、日本側が提出した憲法改正要綱を全面的に拒否し、総司令部

案を日本側に交付し、これに基づく改正案の作成を求めた。

〈主な内容〉

１　国民主権と天皇について

　　　主権をはっきり国民に置き、天皇の役割は社交的な君主とする。

２　戦争放棄について

　　　マッカーサー三原則における「自己の安全を保持するための手段として

の戦争」をも放棄する旨の規定が削除された。

３　国民の権利及び義務について

（１）　現行憲法の基本的人権がほぼ網羅されていた。

（２）　社会権について詳細な規定を設ける考えもあったが、一般的な規定が置

かれた。

４　国会について

（１）　貴族院は廃止し、一院制とする。

（２）　憲法解釈上の問題に関しては最高裁判所に絶対的な審査権を与える。

５　内閣について

　　　内閣総理大臣は国務大臣の任免権が与えられるが、内閣は全体として議

会に責任を負い、不信任決議がなされた時は、辞職するか、議会を解散する。

６　裁判所について

（１）　議会に三分の二の議決で憲法上の問題の判決を再審査する権限を認める。

（２）　執行府からの独立を保持するため、最高裁判所に完全な規則制定権を与

える。

７　財政について

（１）　歳出は収納しうる歳入を超過してはならない。
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（２）　予測しない臨時支出をまかなう予備金を認める。

（３）　宗教的活動、公の支配に属さない教育及び慈善事業に対する補助金を禁

止する。

８　地方自治について

　　　首長、地方議員の直接選挙制は認めるが、日本は小さすぎるので、州権

というようなものはどんな形のものも認められないとされた。

９　憲法改正手続について

　反動勢力による改悪を阻止するため、１０年間改正を認めないとするこ

とが検討されたが、できる限り日本人は自己の政治制度を発展させる権利

を与えられるべきものとされ、そのような規定は見送られた。

（小委員会報告書　３０３～３０６、３２２頁）
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６　三月二日案　１９４６（昭和２１）年３月４日

　総司令部案に基づき日本側が起草し、３月４日に総司令部に提出したもの

〈三月二日案の要点及び総司令部案との相違点〉

前文

　三月二日案には前文はなく、総司令部案の前文はすべて削除された。総司

令部案の前文は国民が憲法を制定するとしているが、明治憲法によれば憲法

改正は天皇の発議、裁可によって成立することとなっているためである。

第１章　天皇

（１）　総司令部案第１条の sovereign will of the People を「日本国民至高ノ

総意」とした。直訳すれば「主権意思」となるが、当時の国体擁護の気分か

ら、あまり人民主権を露骨に出すことは望ましくなかったためである。

（２）　総司令部案第１条の「他ノ如何ナル源泉ヨリモ承ケス」を削除した。国

民至高の総意に基づく旨を定めている以上、他のえん源に基づくものでない

ことは論理上当然なためである。

総司令部案

第１条　皇帝ハ国家ノ象徴ニシテ又人民ノ統一ノ象徴タルヘシ彼ハ其ノ地位ヲ

人民ノ主権意思ヨリ承ケ之ヲ他ノ如何ナル源泉ヨリモ承ケス

三月二日案

第１条　天皇ハ日本国民至高ノ総意ニ基キ日本国ノ象徴及日本国民統合ノ標章

タル地位ヲ保有ス。

（３）　総司令部案第２条の「国会ノ制定スル皇室典範」は単に「皇室典範」と

改めた。これに対応して、補則中に、その発議権を天皇に留保する規定が設

けられた。

総司令部案

第２条　皇位ノ継承ハ世襲ニシテ国会ノ制定スル皇室典範ニ依ルヘシ

三月二日案

第２条　皇位ハ皇室典範ノ定ムル所ニ依リ世襲シテ之ヲ継承ス。

第１０６条　皇室典範ノ改正ハ天皇第三条ノ規定ニ従ヒ議案ヲ国会ニ提出シ法

律案ト同一ノ規定ニ依リ其ノ議決ヲ経ベシ。

（以下略）

（４）　総司令部案第３条及び第６条の advice and consent（「輔弼及協賛」）に

当たる部分を単に「輔弼」とした。協賛の語は議会の場合に限って用いてお
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り、輔弼が憲法上の要件である以上、これを掲げれば十分なためである。

総司令部案

第３条 国事ニ関スル皇帝ノ一切ノ行為ニハ内閣ノ輔弼及協賛ヲ要ス…

（以下略）

第６条　皇帝ハ内閣ノ輔弼及協賛ニ依リテノミ行動シ…（以下略）

三月二日案

第３条　天皇ノ国事ニ関スル一切ノ行為ハ内閣ノ輔弼ニ依ルコトヲ要ス。…

（以下略）

第７条 天皇ハ内閣ノ輔弼ニ依リ国民ノ為ニ左ノ国務ヲ行フ。

（以下略）

（５）　三月二日案第７条第５号は「国務大臣、大使及法律ノ定ムル所ニ依ル其

ノ他ノ官吏ノ任免」とし、第６号の恩赦とともに「認証」（attest）を削除

した。認証というのは公証人のようであり、おかしいためである。

総司令部案

第６条第５号　国務大臣、大使及其ノ他ノ国家ノ官吏ニシテ法律ノ規定ニ依リ

其ノ任命又ハ嘱託及辞職又ハ免職カ此ノ方法ニテ公証セラルヘキモノノ任命

又ハ嘱託及辞職又ハ免職ヲ公証ス

第６条第６号　大赦、恩赦、減刑、執行猶予及復権ヲ公証ス

三月二日案

第７条第５号　国務大臣、大使及法律ノ定ムル所ニ依ル其ノ他ノ官吏ノ任免

第７条第６号　大赦、特赦、減刑、刑ノ執行ノ停止及復権

第２章　戦争の廃止

　　総司令部案第８条と三月二日案第９条はほぼ同じである。

総司令部案

第８条　国民ノ一主権トシテノ戦争ハ之ヲ廃止ス他ノ国民トノ紛争解決ノ手段

トシテノ武力ノ威嚇又ハ使用ハ永久ニ之ヲ廃棄ス

陸軍、海軍、空軍又ハ其ノ他ノ戦力ハ決シテ許諾セラルルコト無カルヘク又

交戦状態ノ権利ハ決シテ国家ニ授与セラルルコト無カルヘシ

三月二日案

第９条　戦争ヲ国権ノ発動ト認メ武力ノ威嚇又ハ行使ヲ他国トノ間ノ争議ノ解

決ノ具トスルコトハ永久ニ之ヲ廃止ス。

陸海空軍其ノ他ノ戦力ノ保持及国ノ交戦権ハ之ヲ認メズ。

第３章　臣民権利義務

　　この章については、総司令部案に対し相当大幅な調整が加えられている。

（１）　総司令部案の第２０条ないし第２２条（集会の自由・言論その他表現の

自由・通信の秘密、結社・運動・住居選定の自由、「学究上」の自由・職業

選択の自由など）及び第２４条（義務教育・児童酷使・公共衛生・「社会的

安寧」・労働条件など）の規定を分解整理した。
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（２）　総司令部案第１２条の封建制度の廃止に関する部分は不必要であるとし

て削除した。

総司令部案

第１２条　日本国ノ封建制度ハ終止スヘシ一切ノ日本人ハ其ノ人類タルコトニ

依リ個人トシテ尊敬セラルヘシ一般ノ福祉ノ限度内ニ於テ生命、自由及幸福探

求ニ対スル其ノ権利ハ一切ノ法律及一切ノ政治的行為ノ至上考慮タルヘシ

三月二日案

第１２条　凡テノ国民ハ個人トシテ尊重セラルベク、其ノ生命、自由及幸福ノ追

求ニ対スル権利ハ公共ノ福祉ニ抵触セザル限立法其ノ他諸般ノ国政ノ上ニ於

テ最大ノ考慮ヲ払ハルベシ。

（３）　言論・出版の自由、検閲の禁止、通信の秘密等については、極端な風俗

壊乱のものについて危ぐがあったため、主としてワイマール憲法の形を参考

にして法律の留保を設けた。

総司令部案

第２０条　集会、言論及定期刊行物並ニ其ノ他一切ノ表現形式ノ自由ヲ保障ス検

閲ハ之ヲ禁シ通信手段ノ秘密ハ之ヲ侵ス可カラス

第２１条　結社、運動及住居選定ノ自由ハ一般ノ福祉ト抵触セサル範囲内ニ於テ

何人ニモ之ヲ保障ス

（以下略）

三月二日案

第２０条　凡テノ国民ハ安寧秩序ヲ妨ゲザル限ニ於テ言論、著作、出版、集会及

結社ノ自由ヲ有ス。

　検閲ハ法律ノ特ニ定ムル場合ノ外之ヲ行フコトヲ得ズ。

第２１条　凡テノ国民ハ信書其ノ他ノ通信ノ秘密ヲ侵サルルコトナシ。公共ノ安

寧秩序ヲ保持スル為必要ナル処分ハ法律ノ定ムル所ニ依ル。

（４）　総司令部案第２３条の家族に関する部分を削除した。総司令部案の「善

カレ悪シカレ」の文言は日本の法文に合わず、また、この文章は事実の叙述

で特別の法的意味はうかがわれないためである。

総司令部案

第２３条　家族ハ人類社会ノ基底ニシテ其ノ伝統ハ善カレ悪シカレ国民ニ滲透ス

婚姻ハ男女両性ノ法律上及社会上ノ争フ可カラサル平等ノ上ニ存シ両親ノ強要

ノ代リニ相互同意ノ上ニ基礎ツケラレ且男性支配ノ代リニ協力ニ依リ維持セラ

ルヘシ此等ノ原則ニ反スル諸法律ハ廃止セラレ配偶ノ選択、財産権、相続、住

所ノ選定、離婚並ニ婚姻及家族ニ関スル其ノ他ノ事項ヲ個人ノ威厳及両性ノ本

質的平等ニ立脚スル他ノ法律ヲ以テ之ニ代フヘシ

三月二日案

第３７条　婚姻ハ男女相互ノ合意ニ基キテノミ成立シ、且夫婦ガ同等ノ権利ヲ有

スルコトヲ基本トシ相互ノ協力ニ依リ維持セラルベキモノトス。

（５）　総司令部案第２８条の「土地及一切ノ天然資源ノ究極的所有権ハ人民ノ

集団的代表者トシテノ国家ニ帰属ス」の部分を削除し、なお、同案第２７条

ないし第２９条（財産権の保障）は、大幅に改訂して第３５条及び第３６条
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の２ケ条とした。

（６）　刑事手続に関する諸規定については、総司令部案の保釈金及び異常刑に

関する規定、反対訊問その他証人及び弁護人の獲得に関する規定などを削除

するとともに、全体を簡潔な形にした。

第４章　国会

（１）　総司令部案の一院制に対し、二院制とした。

総司令部案

第４１条　国会ハ三百人ヨリ少カラス五百人ヲ超エサル選挙セラレタル議員ヨ

リ成ル単一ノ院ヲ以テ構成ス

三月二日案

第４０条　国会ハ衆議院及参議院ノ両院ヲ以テ成立ス。

（２）　参議院の構成については、地域別、職能別に選挙された議員、内閣が任

命する議員により組織されるとした。内閣任命の議員を認めたのは、適当な

被選挙資格を定めることや適当な選挙母体を発見することができない職能

の代表者をも網羅するためである。

三月二日案

第４５条　参議院ハ地域別又ハ職能別ニ依リ選挙セラレタル議員及内閣ガ両議

院ノ議員ヨリ成ル委員会ノ決議ニ依リ任命スル議員ヲ以テ組織ス。

（以下略）

（３）　参議院議員の任期は６年とし、３年毎の半数改選とした（第４６条）。

（４）　両院の関係では、衆議院の優越を認めた。

三月二日案

第６０条第３項　衆議院ニ於テ引続キ三回可決シテ参議院ニ移シタル法律案

ハ衆議院ニ於テ之ニ関スル最初ノ議事ヲ開キタル日ヨリ二年ヲ経過シタル

トキハ参議院ノ議決アルト否トヲ問ハズ法律トシテ成立ス。

第６１条　予算ハ前ニ衆議院ニ提出スベシ。

　参議院ニ於テ衆議院ト異リタル議決ヲ為シタル場合ニ於テ、法律ノ定ムル

所ニ依リ両議院ノ協議会ヲ開クモ仍意見一致セザルトキハ衆議院ノ決議ヲ

以テ国会ノ決議トス。

（条約の場合についてもこれを準用している。）

第５章　内閣

（１）　内閣総理大臣指名の規定を国会の章から本章に移し、予算の場合と同様、

衆議院の優越を規定した（第６９条）。

（２）　内閣不信任決議の場合に関する規定を国会の章から移し、その規定も若

干改めた（第７１条）。

（３）　国会の召集不能の場合における応急措置に関し「閣令」の規定を設けた。
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総司令部案には、これに相当する規定はないが、国会の閉会中に緊急の事態

が生じた場合、何か便法を設けておく必要があるとして、昔の緊急勅令を多

少民主化したような形のものにしようとこの条文を入れたのである。

三月二日案

第７６条　衆議院ノ解散其ノ他ノ事由ニ因リ国会ヲ召集スルコト能ハザル場合

ニ於テ公共ノ安全ヲ保持スル為特ニ緊急ノ必要アルトキハ、内閣ハ事後ニ於

テ国会ノ協賛ヲ得ルコトヲ条件トシテ法律又ハ予算ニ代ルベキ閣令ヲ制定ス

ルコトヲ得。

第６章　司法

（１）　裁判官の身分について総司令部案では、心身の故障の場合にも公の弾劾

によらなければ罷免できないことになるので、罷免理由に補正を加えた。

三月二日案

第８７条　前三条ニ掲グル場合ノ外、裁判官ハ刑法ノ宣告、弾劾裁判所ノ判決又

ハ懲戒事犯若ハ心身耗弱ヲ理由トスル裁判所ノ罷免判決ニ依ルニ非ザレバ罷

免セラルルコトナシ。

弾劾ニ関スル事項ハ法律ヲ以テ之ヲ定ム。

（２）　裁判官の報酬について、懲戒処分等の場合にはこれを減額しうることを

規定した（第８８条）。

（３）　最高裁判所規則の内容たるべき事項につき、総司令部案第６９条第１項

を整理して「訴訟手続ノ細目、裁判所内部ノ規律其ノ他司法事務処理ニ必要

ナル諸規則ヲ定ムルコトヲ得。」とし（第９０条）、検事に関する総司令部案

の第６９条第２項は削除した。

第７章　会計

　総司令部案を簡約にし、明治憲法の形に近いものとした。

（１）　総司令部案第８０条において、予算に対する国会の修正権につき増額修

正、新項目の追加にまで及んで詳細に定められているのに対し、三月二日案

では明治憲法流に「国ノ歳出歳入ハ毎年予算ヲ以テ国会ノ協賛ヲ経ベシ。」

とした。

総司令部案

第８０条　国会ハ予算ノ項目ヲ不承認、減額、増額若ハ却下シ又ハ新タナル項目

ヲ追加スルコトヲ得

国会ハ如何ナル会計年度ニ於テモ借入金額ヲ含ム同年度ノ予想歳入ヲ超過

スル金銭ヲ支出スヘカラス

三月二日案

第９４条　国ノ歳出歳入ハ毎年予算ヲ以テ国会ノ協賛ヲ経ベシ。

（２）　総司令部案第８２条の皇室財産の国庫帰属に関する部分を削除した。
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総司令部案

第８２条　世襲財産ヲ除クノ外皇室ノ一切ノ財産ハ国民ニ帰属スヘシ一切ノ皇

室財産ヨリスル収入ハ国庫ニ納入スヘシ而シテ法律ノ規定スル皇室ノ手当及

費用ハ国会ニ依リ年次予算ニ於テ支弁セラルヘシ

三月二日案

第９６条　皇室経費ニ関スル予算ハ国ノ予算ノ一部トス。世襲財産ヲ除ク皇室財

産ニ付生ズル収支亦同ジ。

第８章　地方自治

（１）　総則的規定として「地方公共団体ノ組織及運営ニ関スル規定ハ地方自治

ノ本旨ニ基キ法律ヲ以テ之ヲ定ム。」を新たに付加した（第１０１条）。

（２）　府県市町村という表現を改めて「地方公共団体」とした。

第９章　補則

（１）　総司令部案の「第９章　改正」と「第１０章　至上法」を合わせて「補

則」とした。

（２）　皇室典範の改正発議権を天皇に留保する第１０６条を新設した。皇室典

範は皇室の自治法規であり、直接国民が皇位継承のやり方などについて発議

することは行き過ぎであると考えられたからである。

その他

　総司令部案の「第１１章　承認」の規定は削除された。憲法改正は明治憲

法の存在を否定しない限り、明治憲法第７３条の規定によってのみなされる

べきなので、総司令部案第９２条は明治憲法第７３条の規定と抵触するから

である。

総司令部案

第１１章　承認

第９２条　此ノ憲法ハ国会カ出席議員三分ノ二ノ氏名点呼ニ依リ之ヲ承認シタ

ル時ニ於テ確立スヘシ

　国会ノ承認ヲ得タルトキハ皇帝ハ此ノ憲法カ国民ノ至上法トシテ確立セラ

レタル旨ヲ人民ノ名ニ於テ直ニ宣布スヘシ

（小委員会報告書　３７５～３９０頁）
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７　憲法改正草案要綱　１９４６（昭和２１）年３月６日

　　三月二日案を基に日本側と総司令部側が逐条審議を行い、３月６日に内閣

から発表されたもの

〈草案要綱の主な内容と総司令部との審議の状況〉

　前文、第１章、第２章について総司令部側は、特に厳格に総司令部案によ

るべきとした。

前文

　　総司令部案がほぼ完全に復活した。

第１章　天皇

（１）　三月二日案第１条の「天皇ハ……日本国民統合ノ標章タル地位ヲ保有ス。」

とある「保有」は、maintain であって、今までの姿をそのまま維持する意

味であり、天皇の地位を根本的に変える趣旨に反するとして、「保有」の語

は削除された。

（２）　皇室典範は、総司令部案のとおり、国会の議決を経るものに変更された。

三月二日案で加えた皇室典範についての天皇の発議権に関する補則の規定

も削除された。

（３）　三月二日案第３条及び第７条において advice and consent に当たる訳を

「輔弼」とした点が問題とされ、「consent」の訳として総司令部側は「承認」

の語を主張したが、日本側は内閣が天皇に「承認」を与えるというのは不適

切と考え、日本側から提案した「輔弼賛同」となった。

（４）　三月二日案において削除した「認証」の語が復活した（第７の５、第７

の６）。

第２章　戦争放棄

　　三月二日案は、総司令部案と多少違っているが、別段異議は出なかった。

第３章　国民の権利及び義務

　総司令部側は日本側の案が総司令部案と著しく相違しているとして、不満

を表明した。

（１）　三月二日案において検閲通信の秘密などの条項に付されていた法律の留
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保に関する規定は、濫用のおそれありとして拒否された（第１９）。

（２）　刑事手続に関する反対訊問、その他証人及び弁護人の獲得に関する規定

を削除するなど、三月二日案において簡略化していた部分も、従来の悪例を

閉ざす必要があるとして、総司令部案に復せしめられた（第３３）。

（３）　「土地及一切ノ天然資源……」の条文は、総司令部側もその削除に同意

するなど、日本側の意見が取り入れられた点も少なくない（第２７）。

第４章　国会

（１）　参議院の組織に関する日本側の案は拒否され、両院とも全国民を代表す

る選挙された議員によって組織するものとされた。

三月二日案

第４５条　参議院ハ地域別又ハ職能別ニ依リ選挙セラレタル議員及内閣ガ両議

院ノ議員ヨリ成ル委員会ノ決議ニ依リ任命スル議員ヲ以テ組織ス。

（以下略）

憲法改正草案要綱

第３８　両議院ハ国民ニ依リ選挙セラレ全国民ヲ代表スル議員ヲ以テ之ヲ組織

スルコト

（以下略）

（２）　法律案に対する衆議院の優越性について総司令部側から、衆議院の三分

の二以上の再可決とする代案が提出され、日本側はこれに応じた。これにつ

いては、同年１月に発表されていた自由党案の中に同種の規定があった。

三月二日案

第６０条第３項　衆議院ニ於テ引続キ三回可決シテ参議院ニ移シタル法律案ハ

衆議院ニ於テ之ニ関スル最初ノ議事ヲ開キタル日ヨリ二年ヲ経過シタルトキ

ハ参議院ノ議決アルト否トヲ問ハズ法律トシテ成立ス。

憲法改正草案要綱

第５４　（略）

　　衆議院ニ於テ可決シ参議院ニ於テ否決シタル法律案ハ衆議院ニ於テ出席議

員三分ノ二以上ノ多数ヲ以テ再度可決スルトキハ法律トシテ成立スルモノト

スルコト

（以下略）

第５章　内閣

（１）　三月二日案の国会閉会中における緊急措置に関する規定（閣令の制定：

三月二日案第７６条）は、総司令部側の反対が強硬であり削除された。

（２）　命令に罰則を委任しうる道を設けておきたいとの日本側の希望により、

第６９の６ただし書に「特ニ当該法律ノ委任アル場合ヲ除クノ外」を加えた。
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第６章　司法

（１）　総司令部案、三月二日案では基本的人権に関する事件以外の事件におい

て国会の再審を認めたが、日本側は三権分立の見地から最終審はあらゆる場

合最高裁判所ということで徹底すべきとし、再審の規定は、削除された。

三月二日案

第８１条第２項　前項ニ掲グルモノヲ除キ、法令又ハ行政行為ガ此ノ憲法ニ違反

スルヤ否ヤノ争訟ニ付最高裁判所ノ為シタル判決ニ対シテハ国会ハ再審ヲ為

スコトヲ得。此ノ場合ニ於テ両議院ハ各々其ノ総員三分ノ二以上ノ多数ヲ得ル

ニ非ザレバ最高裁判所ノ判決ヲ破棄スルコトヲ得ズ。

憲法改正草案要綱

第７７　最高裁判所ハ最終裁判所トシ一切ノ法律、命令、規則又ハ処分ノ憲法

ニ適合スルヤ否ヲ決定スルノ権限ヲ有スルコト

　

第７章　会計

（１）　三月二日案は、総司令部案第７６条の「租税ヲ徴シ、金銭ヲ借入レ、資

金ヲ使用シ並ニ硬貨及通貨ヲ発行シ及其ノ価格ヲ規整スル権限ハ国会ヲ通

シテ行使セラルヘシ」を、租税の賦課等はいずれもあとの条文にあるので、

重複を避けるため入れなかったが、総司令部側は財政一般について国会の議

決に基づくべきことを定める基本規定である趣旨を明らかにしたいとし、全

文を改めて要綱第７９、現行第８３条のような形にした。

憲法改正草案要綱

第７９　国ノ財政ヲ処理スルノ権限ノ行使ハ国会ノ議決ニ基クコトヲ要スルコ

ト

（２）　総司令部案第７９条及び第８０条は、予算の内容を詳しく規定し、また、

その増額修正権をも規定したものであったが、要綱第８２、現行第８６条の

形の妥協案をもって代えることとなった。

憲法改正草案要綱

第８２　内閣ハ毎会計年度ノ予算ヲ調製シ国会ニ提出シテ其ノ審議及協賛ヲ受

クベキコト

（３）　総司令部案第８２条の皇室財産の国庫帰属に関する部分は、三月二日案

では削除されていたが、ほとんど同じ形の規定が復活した。

憲法改正草案要綱

第８４　世襲財産ヲ除クノ外皇室ノ財産ハ凡テ国ニ属ス皇室財産ヨリ生ズル収

益ハ凡テ国庫ノ収入トシ法律ノ定ムル皇室経費ノ支出ハ予算ニ由リ国会ノ協

賛ヲ経ベキコト

第８章　地方自治

　三月二日案第１０２条第２項は「地方公共団体ノ長及其ノ議会ノ議員ハ法
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律ノ定ムル所ニ依リ当該地方公共団体ノ住民ニ於テ之ヲ選挙スベシ。」として

いたのに対し、総司令部側から団体の長以外の法律で定める吏員を加えると

ともに、それらの選挙について「直接ニ」を加えよとの要請があり、改めた

（第８９）。

第９章　改正

　日本側から総司令部案第８９条第２項の「人民ノ名ニ於テ皇帝之ヲ公布ス

ヘシ」について、要綱第７に合わせて「国民ノ為ニ……」としてはどうかと

提案したが、総司令部側は「国民ノ名ニ於テ」とすべきと主張し、結局その

ようになった（第９２）。

第 10 章　最高法規

第３章から削除した総司令部案第１０条をここに移した（第９４）。

（小委員会報告書　３９１～４０９頁）
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８　憲法改正草案　１９４６（昭和２１）年４月１７日

総司令部側と交渉のうえ草案要綱を補正し、これを法文化したもの

〈草案の作成にあたり要綱から改められた主な内容〉

１　口語体とした。

　政府部内に新憲法を形式の上でも民主化することが適当であるとする意

見が支配的となり、法制史上画期的なひらがな口語体の条文が作られた。

２　「輔弼賛同」の語を口語体にするにあたり、やさしい言葉に書き換え「補

佐と同意」とした（第３条、第７条）。

　※　この部分については草案発表の翌日、総司令部側から天皇と内閣との関係は、内閣

が上位であり天皇がその下位に立つものであるから、「同意」という語は不適切であ

るとの指摘があり、結局、「助言と承認」に改められた。

３　外務省の申し入れにより、草案第７条中に大使の全権委任状及び信任状

についての認証並びに批准書及び法律の定めるその他の外交文書の認証が

加えられた（第７条第５号、第８号）。

４　衆議院解散中における立法等の応急措置について、参議院の緊急集会の

制度を設けた。

憲法改正草案

第５０条第２項　衆議院が解散されたときは、参議院は、同時に閉会となる。但

し、内閣は、国に緊急の必要があるときは、参議院の緊急集会を求めることが

できる。

第５０条第３項　前項但書の緊急集会において採られた措置は、臨時のものであ

つて、次の国会開会の後十日以内に、衆議院の同意がない場合には、その効力

を失ふ。

５　両院の議事は公開とし、秘密会が禁止されていたが、新たに秘密会の例

外を設けた。

憲法改正草案

第５３条　両議院の会議は、公開とする。但し、出席議員の三分の二以上の多数

で議決したときは、秘密会を開くことができる。

（以下略）

６　衆議院の優越性に関する規定中、予算に関し、参議院が衆議院の議決後、

一定期間を経た後にも議決を行わない場合、衆議院の議決をもって国会の

議決とみなす規定が欠けているので追加した（第５６条第２項）。

７　国政調査権に基づく要求に応じない者を議院みずから処罰しうる規定を

削除した（第５８条）。
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（小委員会報告書　４３０～４３７頁）

◎　この憲法改正草案が、昭和２１年５月２４日の閣議において所要の字句修

正等がなされた後、帝国憲法改正案として、同年６月２０日、衆議院に提出

されるに至った。
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９　衆議院の修正箇所

　１９４６（昭和２１）年８月２４日、帝国憲法改正案は衆議院で修正議決

された。

〈衆議院による主な修正項目〉

前文及び第１章

　総司令部側の強い意向により、前文及び第１条を修正し、主権在民を明文

化した。

帝国憲法改正案

第１条　天皇は、日本国の象徴であり日本国民統合の象徴であつて、この地位は、

日本国民の至高の総意に基く。

衆議院修正

第１条　天皇は、日本国の象徴であり日本国民統合の象徴であつて、この地位は、

主権の存する日本国民の総意に基く。

第２章　戦争放棄

　原案第９条の表現は、日本がやむをえず戦争を放棄するような感じを与え、

自主性に乏しいという意見が強かったため、修正案懇談のための小委員会に

おいて、芦田均小委員長から試案が提出され、小委員長において案文を調整

し、修正案が決せられた。

　　この第９条の修正については、総司令部側からはなんらの異議もなかった。

帝国憲法改正案

第９条　国の主権の発動たる戦争と、武力による威嚇又は武力の行使は、他国との

間の紛争の解決の手段としては、永久にこれを抛棄する。

陸海空軍その他の戦力は、これを保持してはならない。国の交戦権は、これを

認めない。

衆議院修正

第９条　日本国民は、正義と秩序を基調とする国際平和を誠実に希求し、国権の発

動たる戦争と、武力による威嚇又は武力の行使は、国際紛争を解決する手段とし

ては、永久にこれを放棄する。

前項の目的を達するため、陸海空軍その他の戦力は、これを保持しない。国の

交戦権は、これを認めない。

※　内閣憲法調査会における芦田氏の第９条修正に関する発言要旨

　……第２項の冒頭に「前項の目的を達するため」という辞句を挿入すること

により、原案では無条件に戦力を保有しないとあったものが、一定の条件の下

に武力を持たないことになる。日本は無条件に武力を捨てるのではない。……
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　これに対し、政府は貴族院の審議、枢密院の審議を通じ、原案と趣旨において差

異はないものと説明している。

第３章　国民の権利義務

　国民の要件（現行第１０条）、いわゆる国家賠償（現行第１７条）、納税の

義務（現行第３０条）、刑事補償（現行第４０条）に関する規定の新設、勤労

の義務（現行第２７条）の挿入については、各派一致した見解に基づくもの

であった。現行第２５条の健康で文化的な最低生活の保障に関する規定の追

加及び勤労の義務の規定における「休息」の挿入は、社会党委員の強い主張

によるものである。

第４章　国会

　選挙及び被選挙資格に関する現行第４４条の規定のただし書に「教育、財

産又は収入」を追加する修正は、総司令部側からの申し入れである。

第５章　内閣

　内閣総理大臣は国会議員の中から指名することとし（現行第６７条）、また、

国務大臣の過半数は国会議員の中から選ばれなければならないものとし、そ

の選任についての国会の承認を削除したこと（現行第６８条）は、総司令部

側の要請であるが、審議の過程でも同方向の意見が出ており、別段の反対は

なかった。

帝国憲法改正案

第６４条　内閣総理大臣は、国会の承認により、国務大臣を任命する。この承認に

ついては、前条第２項の規定（注：衆議院の優越）を準用する。

　（以下略）

衆議院修正

第６８条　内閣総理大臣は、国務大臣を任命する。但し、その過半数は、国会議員

の中から選ばれなければならない。

　（以下略）

　総司令部側から上記の要請と同時に、「内閣総理大臣及び国務大臣はシビ

リアンでなければならない。」という条項を加えることの要請がなされたが、

第９条との関係上、不合理であることを総司令部側に説明し、その了解を得

た。

第７章　財政

　皇室財産の国庫帰属に関する規定（現行第８８条）は、世襲財産を存置し

ながら、その収入はすべて国庫に帰属することは不合理であるとし、「世襲財
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産以外の皇室財産は、すべて国に属する。法律の定める皇室の支出は、……」

とする案を小委員会でまとめたが、総司令部側からは、むしろ「すべて皇室

財産は、国に属する。」とすべきとの提案があり、やむをえずそのように決し

た。

帝国憲法改正案

第８４条　世襲財産以外の皇室の財産は、すべて国に属する。皇室財産から生ずる

収益は、すべて国庫の収入とし、法律の定める皇室の支出は、予算に計上して国

会の議決を経なければならない。

衆議院修正

第８８条　すべて皇室財産は、国に属する。すべて皇室の費用は、予算に計上して

国会の議決を経なければならない。

第 10 章　最高法規

　憲法のほかこれに基づく法律及び条約までも最高法規としていた点につい

ては、委員会、総司令部側ともに不合理であるとして、削除された。国際法

規尊重に関する規定の追加は日本側の発意である（現行第９８条）。

第 11 章　補則

　現存華族に関する経過規定が削除されたが、これは各派一致の意見に基づ

くものであった。

（小委員会報告書　４９６～５０８頁）
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１０　貴族院の修正箇所

　１９４６（昭和２１）年１０月６日、帝国憲法改正案は貴族院で修正議決

され、１０月７日、回付案が衆議院で同意された。

〈貴族院による主な修正項目〉

１　前文の字句について若干の修正をした。

２　第１５条に、公務員の選挙について成年者による普通選挙を保障する規定

を追加した。

３　第５９条に、法律案の場合についての両院協議会の規定を追加した。

４　第６６条に、内閣総理大臣その他の国務大臣は文民でなければならない旨

の規定を追加した。

　前文の字句の修正と両院協議会の規定の追加は貴族院側の発意であり、普通

選挙の保障と文民条項は総司令部側の要請である。

　文民条項は衆議院の段階でいったん取り止めになったが、極東委員会からの

強い要請であったため、総司令部側も乗り気ではなかったが、結局修正するこ

ととなった。

（小委員会報告書　５３４～５３７頁）
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